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現在は、市内約8,000人の児童生徒の学籍管理を紙ベースで行っており、紙ベースの学籍簿を担当職員が修正し、学校へ
の通知も行っているため、学籍簿管理事務に時間がかかる。また、校区外就学などの情報も紙ベースであるため、該当者
の検索等に時間がかかる。

現在、紙ベースで保管している情報をシステム化することにより、ばらばらで管理していた学籍情報、校区外就学情報等を
一括管理でき、事務処理の効率化を図ることができる。また、学籍情報をシステム内で保管するため、紙ベースの学籍簿が
いらなくなり、学籍簿作成の経費や保管場所の削減ができる。

児童生徒の基本情報をシステム化することにより、将来的には就学援助事務や学校保健事務などもシステムに組み込み、
事務の効率化を図り、人員の削減に努める。また、住民課窓口にシステム端末を設置することにより、現在手書きで行って
いる入学通知書発行の時間を大幅に短縮でき、住民サービスの向上にもつながる。
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住基異動への対応、入学通知等の発行、指定校区変更・区域外就
学等の管理などの事務処理の効率化を図ることができる。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

　

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

状
況
変
化
等

　

金  額

施　策

128

備
考

成果（どうなるのか）

事
業
内
容

10

開始年度 平成

事
業
目
的

基本計画該当頁

20

事
業
内
容

委託
進
　
捗
　
状
　
況

年度

工事

(千円)
システム保守経費

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 新規 単独 事業類型

6

現在、紙ベースで管理している約8,000人の市内小中学校児童
生徒の学齢簿をシステム化する。

現在は住基異動票を毎日、情報政策課より紙ベースでもら
い、それを基に紙ベースの学齢簿の修正や学校への通知
書の発行を行っているが、学籍就学システムを導入するこ
とにより、住基異動情報をデータでもらい、システム処理
で、学齢簿のデータ修正や学校への通知書の発行などの
事務処理が一括して行えるため事務の効率化が図れる。
また、学齢簿情報をデーター化するため、当該者検索や校
区外就学の一覧表作成、独自の統計表の作成など、デー
タの有効活用が行える。

4
年間運営費

Ⅳ

対象等（何を、誰を）

市内小中学校児童生徒の学齢簿

（※対象件数

根拠法令・要綱等 学校教育法施行令

千円
市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

平成１９年度 決算内容

　

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

関連事業
年度

　委託先

年度

0

　

3,600

システム導入経費 4,069

　 　

目標

実績

目標 6
実績 6

650

11,269 4,250

650650

4,250

平成２０年度 計画内容

4,069 650

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

4,0690

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

４５０３００

教育部学校教育課

終了年度 平成

評価者
氏　名

古城　正美 連絡先
22

(内線)

実績

H1８ H1９ H２０

実績値
単位指標設定の考え方

総児童生徒約８０００人の学齢簿・就学援助・日本スポーツ振興センター関
係・校区外就学・住所変更・入学通知書に３人の職員が担当している現状
が改善できる。

人

時間／年

目標

実績

目標

実績
10

実績

目標

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


